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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 10 日） 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、アジア市場から続いた円買いが一服し、序盤のドル円・クロス円は底固い動きとなった。序盤に発表された米物

価関連の経済指標が市場予想を下回る結果となったことや、米主要株価が軟調な動きとなったものの、ドル円・クロス円はアジ

ア市場から 1円以上の下落となったこともあり、下値は限定的となった。その後、大きく下落していたダウ平均株価が一時プラ

ス圏まで値を戻したものの、上値の重い動きとなり、ドル円・クロス円は終盤までレンジ内の動きが続いた。なお、ユーロは主

要通貨に対して下落が続き、対円でも軟調な動きとなり、終盤には昨年 12/19 以来の安値を付けた。 

 

 

中国政府、米国債の購入縮小や停止検討との関係者の発言 

 

中国の外貨準備の見直しを進める当局者らが、米国債の購入ペースを落とすか、購入を停止する提言を行ったと、事情に詳しい

関係者が述べた。他の資産と比べ、米国債市場の魅力が薄れつつあることや、米国との貿易摩擦も米国債購入ペースを落とす要

因に挙げた。中国の外貨準備は、3兆 1000 億ドル（約 345 兆円）と世界最大とも言われている。 

報道を受けて、政治的な駆け引きとの憶測も流れた。マーケットでは米ドル、米国株、米国債売りが優勢となった。 

 

 
出所：総合分析チャート 
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南アランドが下げ幅拡大 

ANCはズマ大統領退陣促す計画ないと表明 

 

南アフリカの与党、アフリカ民族会議（ANC）のマガシュル事務局長は、党の会合でズマ大統領の退陣について話し合われなか

ったと述べた。メディアでは、ラマポーザ新議長就任後の最初の会合で、ズマ大統領の不信任動議を提出するとの観測を伝えて 

いた。 

 

ズマ・南ア大統領は、即時の辞任を求める声を抑えるため、息子のビジネスパートナーを巡る疑惑を調査する委員会の指名に同

意したと関係者が明らかにした。ズマ大統領は、ラマポーザ新議長（ANC 首相、次期大統領）と私的に会談し、疑惑への調査に

合意し、調査委員会の結成を発表した。ANC は今週末に創設 106 周年の記念行事を控える。ズマ大統領はこれを前に自身が退陣

に追い込まれる可能性を減らそうとして譲歩した模様。 

 

 

出所：総合分析チャート 
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NY金は9/15以来、NY原油は 2014 年 12月以来の高値 

 

ＮＹ金は、ドルが主要通貨に対して下落したことから、ドルの代替資産として買いが優勢となり、一時約 4ヵ月ぶりの高値を付

けた。 一方、NY 原油は、米石油統計で原油在庫が 8週連続で減少し、需給改善への期待から買いが優勢となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：Bloomberg 
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米ダウ平均株価、一時プラス圏に値を戻すも上値の重い動きが続いた 

 

米株式市場では、中国当局者が米国債の購入に消極的な発言をしたと伝わり、リスクを回避するための売りが優勢となった。ま

た、前日に主要株価が終値の過去最高値を更新したことから、高値警戒感による利益確定の動きも出ていた。ダウ平均株価は、

序盤から軟調な動きとなり、前日比 128 ドル安まで下落した。その後は下げ幅を縮小する動きとなり、一時プラス圏まで上昇し

たものの、上値の重い動きが続いた。   

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


